
令和２年度事後評価実施結果報告書
（法務省２－(３)）

施策名 法教育の推進

（政策体系上の位置付け：Ⅰ－２－(4)）

施策の概要 国民一人ひとりが，法や司法の役割を十分に認識し，法やルールにのっとった紛争の適

正な解決を図る力を身に付けるとともに，司法の国民的基盤の確立を図るため，法教育を

推進する。

達成すべき目標 教員や教育関係者に対し，広報活動等の実施により法教育に対する理解を促進し，併せ

て，利便性の高い法教育教材を提供することにより，学校教育現場における法教育の学習

機会の確保及び学習内容の充実を実現し，ひいては，法律専門家ではない一般の人々が，

法や司法制度，これらの基礎になっている価値を理解し，法的なものの考え方を身に付け

ることを通じ，多様な人々が互いを尊重しながら共生する自由で公正な社会を支える人材

を育成する。

施策の予算額･ 区分 30年度 元年度 ２年度 ３年度
執行額等

予 算 の 当初予算(a) 22,051 28,879 31,207 28,854
状況
(千円) 補正予算(b) 0 0 0 －

繰越し等(c) 0 0 0

合計(a+b+c) 22,051 28,879 31,207

執行額（千円） 13,142 22,183 25,310

施策に関係す ○司法制度改革推進計画（平成14年３月19日閣議決定）
1る内閣の重要 Ⅳ－第２－２ 司法教育の充実*

政策（施政方 ○消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成25年６月28日閣議決定，平成30年３月20

針演説等のう 日変更）
2ち主なもの） Ⅱ－３－（４） 法教育*

○「世界一安全な日本」創造戦略（平成25年12月10日閣議決定）
3Ⅲ－３－（６）－① 法教育に関する関係機関との連絡調整及び学校教材の改定*

○第３次犯罪被害者等基本計画（平成28年４月１日閣議決定）
4Ⅴ－第５－１－（７） 生命・身体・自由の尊重を自覚させる法教育の普及・啓発*

○再犯防止推進計画（平成29年12月15日閣議決定）
5

Ⅱ－第６－２－（２）－①－イ 法教育の充実
*

○経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）
6

第２章－５－（７）－② 治安・司法
*

○消費者基本計画（令和２年３月31日閣議決定）
7

第５章－４－（１） 消費者教育の推進
*

測定指標 令和２年度目標値 達成

１ 法務省ホームページ内の法教育関連ペー 対前年度増 達成

ジのアクセス件数



基準値 実績値

元年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

53,850 21,714 27,245 36,366 53,850 78,836

測定指標 令和２年度目標 達成

２ 協議会等の活動状況 法教育推進協議会 及び部会 （以下「協議会 達成
* *8 9

等」という ）を開催し，協議，情報交換等を。

行い，その内容を広く情報提供する。

なお，協議会等においては，小・中・高等学

校における法教育の実践状況調査 の結果を踏*10

まえた協議等を行い，学校現場等における法教

育授業の円滑な実施に向け，法教育教材の作成

や，法曹関係者と教育関係者との連携の在り方

等に関する検討を行う。

施策の進捗状況（実績）

， ， ，協議会等を開催し 法律関係機関・団体 教育関係者等による法教育の取組等についての報告を踏まえ

法教育の推進に資する施策等について協議を行い，その結果に基づき，法曹関係者・教育関係者の連携の

在り方等の有用な情報交換等を行った。

また，法教育推進協議会の下に成年年齢引下げに向けた法教育施策検討部会を設置し，令和４年４月か

ら施行される民法改正法による成年年齢の引下げに向けた環境整備の一環として，高校生が自ら手に取り

学ぶことができる法教育リーフレットを作成し，全国の高校，教育委員会等に約220万部配布した。

実績値

参考指標

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

協議会等の開催実績（回） 8 10 11 18 8

測定指標 令和２年度目標 達成

３ 法教育活動への協力・支援，法教育に 法教育活動（教材作成，授業実施等）への協 達成

関する広報活動等の実施状況 力・支援等を行うことにより，法教育の意義に

， 。ついて理解を広め 法教育の実践を拡大させる

施策の進捗状況（実績）

法務省職員が学校等に出向いて実施する法教育授業，Ｗｅｂ会議方式による法教育授業について，法務

省関係機関において実施するとともに，学校現場等に法教育情報を提供することによって，法教育の積極

的な実践を後押しするため，法教育に関するリーフレット等を全国の学校，教育委員会等に配布した。

， ，また 令和４年４月から施行される民法改正法による成年年齢の引下げに向けた環境整備の一環として

高校生向け法教育リーフレットを作成し，全国の高校，教育委員会等に配布した。



その他，法教育の担い手である教員が法教育授業の実践方法を習得できるよう，法務省職員が現職の教

職員に対して法教育授業のガイダンス，法教育教材の紹介等を行い，学校現場における法教育授業の実践

拡大を図るとともに，法の日週間記念行事における法教育関連イベントの実施や消費者教育シンポジウム

などへの参加，令和３年３月に実施された京都コングレスのサイドイベントにおける法教育普及のための

法教育マスコットキャラクターを活用した積極的な広報活動を行った。取組に関する紹介，

実績値

参考指標

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

法教育授業実施回数（回） 3,167 3,553 3,948 4,056 1,243

教員向け法教育セミナー参加者に対するアン － － － 92 －

ケート結果（法教育授業を実践してみたいと

思った割合（％）

（各行政機関共通区分）目標達成

目標達成度合い

の測定結果 （判断根拠）

測定指標１，２，３は，各達成すべき目標に照らし，全て主要なものと考えて

いる。

測定指標は，いずれも目標を達成することができたことから，本施策は「目標

達成」と判断した。

評

価 施策の分析

結

果 （測定指標の目標達成度の補足）

【測定指標１】

法教育の推進のためには，国民への周知・広報活動を実施しつつ，これらと並行して，法教育に対

する国民の関心度の測定，すなわち，実施している周知・広報活動が効果的かどうかの評価を行うこ

とが重要であるところ，法教育に関する情報や法教育教材等を掲載する法務省ホームページ内の法教

育ページへのアクセス件数は，前年度46パーセント増と前年度を大きく上回っており（これは高校生

向け法教育リーフレットを新たに作成して全国の高校，教育委員会等に配布したことや法教育のペー

ジを分かりやすく編集し，必要な情報にアクセスしやすい環境を整備したことなどが影響していると

考えられる ，前年度と比較しても国民の法教育への関心がより高まっていることがうかがわれる。。）

これらのことから，周知・広報に係る施策が効果的に実施されたといえ，目標を達成することができ

たと評価した。

【測定指標２】

法教育の推進には，法曹関係者と教育関係者が連携して取り組む必要があり，各界の代表や有識者

で構成される協議会等を開催して密接な連携を図りつつ，教材の作成等，法教育の推進に資する施策

を実施していくことが求められる。

協議会等においては，学校現場における法教育の実践状況を踏まえた上で，法教育をさらに推進す

るために必要な施策や今後の展開，法曹関係者・教育関係者の連携の在り方等について協議を行い，

今後の具体的な取組の方向性について検討した。

令和２年度は，前年度をもって法教育教材作成部会が終了したため，開催回数は減少したものの，

協議会における検討を経て，令和４年４月に迫った成年年齢引下げに向け，契約や私法の基本的な考

え方をわかりやすくまとめた高校生向け法教育リーフレットを作成して全国の高校，教育委員会等に



約220万部配布したことから，同協議会の活動を通じ，法教育の推進を図ることができたといえ，目

標を達成することができたと評価した。

【測定指標３】

法教育の推進のためには，具体的な法教育活動（教材作成，授業実施等）に対する協力・支援を行

とともに，国民の意識・関心を高めるべく，幅広い層を対象にした広報活動等を行う必要がある。

そこで，学校等における法教育実践への協力・支援として，法務省職員を教職員向け研修等に講師

として派遣（又はWeb会議方式による講義を含む ）するとともに，学校現場や地域の集まりなどの。

求めに応じて法務局や検察庁等の法務省関係機関の職員が学校等に出向いて行う法教育授業も積極的

に実施している。

令和２年度は，新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，参考指標である法教育授業の実施回

数が相当程度減少しているが，上記のとおり高校生向け法教育リーフレットを作成し，全国の高校，

教育委員会等に約220万部配布したこと，令和３年３月に実施された京都コングレスのサイドイベン

トにおいて世界に向けて法教育普及のための取組を紹介するなど，法教育の意義について幅広く周知

するなどの取組により，法教育の実践を拡大させることができたといえることから，目標を達成する

ことができたと評価した。

（達成手段の有効性・効率性等）

【測定指標１，２，３関係】

「法教育の推進」において実施している協議会等においては，法教育授業のノウハウや問題点，法

， ， ，曹関係者・教育関係者との連携の重要性 法教育の推進に資するための今後の展開等について 協議

情報交換等を行うことにより，各機関において，これら法教育の推進に資する有用な情報を共有し，

活用することができ，法教育に触れる機会の充実という点で，目標の達成に効果的に寄与したといえ

る。このことは学校現場での法教育の意義について理解を広め，法教育の実践を効率的に拡大させる

上で必要かつ有効である。

また，法務省関係機関において，具体的な法教育活動に対する協力・支援を行うとともに，国民の

意識・関心を高めるべく，国民の法教育への関心度を測定しつつ，学校現場にとどまらず，幅広い層

を対象にした広報活動等を行うことは，国民一般に法教育の意義についての理解を広め，法教育の実

践を拡大させるという目標の達成に，必要かつ有効である。

次期目標等への反映の方向性

【施策】

国民一人ひとりが，法や司法の役割を十分に認識し，法やルールにのっとった紛争の適正な解決を

図る力を身に付けるとともに，司法の国民的基盤の確立を図るため，法教育を推進する。

【測定指標１，２，３】

現在の目標を維持しつつ，引き続き測定指標１～３により，法教育に対する理解促進，法教育に触

れる機会の充実等に積極的に取り組む。新型コロナウイルス感染症対策のため，対面形式以外の取組

を強化する。

学識経験を有 １ 実施時期

する者の知見 令和３年７月15日

の活用 ２ 実施方法

会議

３ 意見及び反映内容の概要

〔意見〕

「次期目標等への反映の方向性」において，新型コロナウイルス感染症に関する記



1 「司法制度改革推進計画 （平成14年３月19日閣議決定）* 」

Ⅳ－第２－２ 司法教育の充実

学校教育等における司法に関する学習機会を充実させるための方策を検討し，本部設置期限までに，所

要の措置を講ずる。

2 「消費者教育の推進に関する基本的な方針 （平成25年６月28日閣議決定，平成30年３月20日変更）* 」

Ⅱ－３－（４） 法教育

法教育の内容の一部として，日常生活を支える私法の基本的な考え方を実感として理解し，身に付ける

ことが挙げられる。自立した消費生活を営むためには，消費活動の前提となる身近な法律である私法の基

本的な考え方（私的自治の原則，契約自由の原則など）を理解する必要がある。この点で，商品・サービ

スの選択から契約に至る一連の過程の背後にある私法の基本的な考え方を理解し，考える態度を身に付け，

消費者契約の適正化を目指す消費者教育と法教育は整合するため，連携による実施になじむものである。

3 「 世界一安全な日本」創造戦略 （平成25年12月10日閣議決定）* 「 」

Ⅲ－３－（６）－① 法教育に関する関係機関との連絡調整及び学校教材の改定

更なる法教育の推進のため，教育現場等との連携を強化する。また，中学校における法教育の実施状況

に関する調査研究を実施し，その結果を踏まえ，必要に応じて，法教育教材の作成及び改定を行うなど，

学校現場に対する法教育の支援を行う。

4 「第３次犯罪被害者等基本計画 （平成28年４月１日閣議決定）* 」

Ⅴ－第５－１－（７） 生命・身体・自由の尊重を自覚させる法教育の普及・啓発

法務省において，学校教育を中心として法教育の普及・啓発を促進し，法や司法によって自らを守り，

他者を等しく尊重する理念を体得させることを通じ，他者の生命・身体・自由等を傷つけてはならないこ

とを自覚させることにもつながるよう，文部科学省，最高裁判所，日本弁護士連合会等の協力を得て，平

成17年５月に発足した法教育推進協議会を通じた取組に努める。

載をした方が良いのではないか。

〔反映内容〕

新型コロナウイルス感染症対策のため，次期目標等への反映の方向性欄に，対面形

式以外の取組を強化する旨を追記した。

政策評価を行 「法教育推進協議会における各検討状況」

（ ）う過程におい 法務省ホームページ http://www.moj.go.jp/shingi1/kanbou_houkyo_kyougikai_index.html

て使用した資 を参照

料その他の情 「学校現場における法教育の実践状況に関する調査研究について」

報 法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/housei/shihouseido/gakkou_tyousa.html）

「モデル授業例」

（ ）法務省ホームページ http://www.moj.go.jp/housei/shihouseido/houkyouiku_jugyou.html

「教員向け法教育セミナー」

法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/housei/shihouseido/seminar.html）

「成年年齢引下げに向けた高校生向けリーフレット」

法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/housei/shihouseido/houkyouiku_koukouseimukeleaflet.html）

備考 【行政事業レビュー点検結果の令和４年度予算概算要求への反映内容】

引き続き，所要の経費の要求を行った。

担当部局名 大臣官房司法法制部司法法制課 政策評価実施時期 令和３年８月



5 「再犯防止推進計画 （平成29年12月15日閣議決定）* 」

Ⅱ－第６－２－（２）－①－イ 法教育の充実

法務省は，文部科学省の協力を得て，再犯の防止等に資するための基礎的な教育として，法や司法制度

及びこれらの基礎となっている価値を理解し，法的なものの考え方を身に付けるための教育を推進する。

加えて，法務省は，再犯の防止等を含めた刑事司法制度に関する教育を推進し国民の理解を深める。

6 「経済財政運営と改革の基本方針2019 （令和元年６月21日閣議決定）* 」

第２章－５－（７）－② 治安・司法

（前略）法教育を推進し，民事司法制度改革を政府全体で進める。

※「経済財政運営と改革の基本方針2020 （いわゆる骨太の方針）には，新型コロナウイルス感染症対策」

関係の記載内容に絞り込まれることとなったため，法教育関係の記載がないものの，令和２年度の骨太の

方針に記載のない政策は 「経済財政運営と改革の基本方針2019」に記載されている項目を着実に実施す，

ることとされた。

7 「消費者基本計画 （令和２年３月31日閣議決定）* 」

第５章－４－（１） 消費者教育の推進

法教育，金融経済教育及び情報教育等の消費者教育と密接に関連する分野の取組について，関係府省庁

等が密接に連携して推進する。

8 「法教育推進協議会」*
平成15年７月に，我が国の学校教育等における司法及び法に関する学習機会を充実させるため，これら

に関する教育について調査・研究・検討を行うべく 「法教育研究会」が設置され，我が国において目指，

すべき法教育の在り方について検討が行われ，その成果が報告書として発表された。平成17年には，同研

究会における検討の成果を引き継ぎつつ，更に法教育の普及・推進を図るため，同研究会を改組する形で，

法教育推進協議会が設置された。

9 「部会」*
法教育授業において活用できる高校生を対象とした教材例並びに平成25年度に作成した小学生向け教材

例及び平成26年度に作成した中学生向け教材例を活用した視聴覚教材を作成するため，平成28年３月に，

法教育推進協議会の下に教材作成部会が設置された。

令和４年４月から施行される民法改正法による成年年齢の引下げに向けた環境整備の一環として，高校

生が自ら手に取り，学ぶことができる法教育リーフレットの作成など，成年に達する時期を間近に控えた

高校生が，法的なものの考え方を身に付け，私法における権利・責任の主体として行動することができる

能力を育む法教育推進のための施策を検討するため 「成年年齢引下げに向けた法教育施策推進検討部，

会」が設置された（令和２年６月11日 。）

*10 「学校現場における法教育の実践状況調査」

平成24年度から平成27年度にかけて小・中・高等学校における法教育の実践状況調査を行った。その後，

選挙権年齢の引下げ（平成28年６月 ，成年年齢の引下げ（令和４年４月 ，新学習指導要領への移行（令） ）

和２年度から順次実施）等，学校を取り巻く環境は大きく変化している状況にあることから，令和元年度

には小学校を対象に再度の調査を行った。


